










　　This study examined the marketability of home care service, day service, group 
homes, and private nursing homes based on a change in the market environment of the 
nursing care insurance service business. As a result of examination, it was clariﬁed that 
the marketability of the home care business was low, but on the other hand, it developed 
that the marketability of other types of nursing care businesses was high. Overall, the 
possibility for market expansion of private nursing homes is the highest.
　　However, even for those businesses whose marketability is high, it is hard to plan 
for management stability when there is complete dependence upon a long-term care 
insurance system. Therefore, rather than continuing to persist in only a long-term care 
insurance service business whose compensation is controlled, it is preferable for a 
business to rid itself of its dependence upon a long-term care insurance system as soon 
as possible.
Keywords: nursing care business, marketability, long-term care insurance dependent 
management, outside services for long-term care insurance
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所が登録されている福祉医療機構（WAM NET）によると、2000年 4月に 12万 9,103























訪問介護 ○ ○ ○
訪問入浴介護 ○ ○ ○
訪問看護 △ ○ ○
訪問リハビリテーション × ○ ○
通所介護 ○ ○ ○
通所リハビリテーション × ○ ○
短期入所生活介護 ○ ○ ○
短期入所療養介護 × ○ ○
居宅療養管理指導 × ○ ○
有料老人ホーム ○ ○ ○
ケアハウス △ ○ ○
福祉用具貸与 ○ ○ ○
居宅介護支援 ○ ○ ○
介護保険施設
介護老人福祉施設 × × ○
介護老人保健施設 × ○ ○








































































は 2000年時点で約 60兆円、通産省（現・経済産業省）の試算では 2010年時点で 90兆






































保険サービス市場は GDPを約 1.59％（2006年現在の介護保険総費用約 7兆円／ 2006












































護 295万 4,000円、訪問入浴介護 159万円、訪問看護ステーション 226万 9,000円、通
所介護 463万 3,000円、通所リハビリテーション 620万 8,000円、短期入所生活介護
352万 3,000円、認知症対応型共同生活介護 473万 2,000円、有料老人ホーム（施設全
体）2,976万 5,000円、居宅介護支援 77万 4,000円となっている。全体的にみて、事業
所規模の小さい訪問系サービスの収益が少なく、事業所規模が大きい施設系・通所系サー
ビスの収益が多い。一方、施設サービスでは介護老人福祉施設 2,205万 6,000円、介護














型共同生活介護は 8.5％、有料老人ホームは 5.4％の黒字である（表 2）。
表 2　介護保険施設及び居宅サービス事業所の損益（平成 17年度）
補助金を含まないベース 補助金を含むベース
損益（千円） 比率（％） 損益（千円） 比率（％）
介護保険施設




訪問介護 △ 25 △ 0.8％ △ 4 △ 0.1％
訪問入浴介護 △ 160 △ 10.1％ △ 152 △ 9.5％
訪問看護ステーション 131 5.8％
通所介護 292 6.3％ 349 7.4％
通所リハビリテーション 937 15.1％
短期入所生活介護 257 7.3％ 300 8.4％
認知症対応型共同生活介護 402 8.5％ 417 8.8％
有料老人ホーム（施設全体） 1,598 5.4％

























出所：厚生労働省「平成 18年介護サービス施設・事業所調査結果の概況」（各年 10月 1日）より作成。
図 8　通所介護の開設主体別事業所数（構成割合）の年次推移
出所：厚生労働省「平成 18年介護サービス施設・事業所調査結果の概況」（各年 10月 1日）より作成。
図 9　認知症対応型共同生活介護の開設主体別事業所数（構成割合）の年次推移




















サービス 参入障壁 採算性 将来性 競合度
訪問系サービス
訪問介護 × × △ ◎
訪問入浴介護 △ × △ ×
訪問看護 △ △ △ △
通所系・滞在系サービス
通所介護 ○ ○ ○ ○
短期入所生活介護 ○ ○ ○ ×
施設系サービス
有料老人ホーム ◎ ◎ ◎ ◎
グループホーム △ ◎ ◎ ○
生活支援
福祉用具製造販売 △ △ △ ×
福祉用具貸与 △ △ △ △
住宅改修 × △ △ ×

















































































ビス事業者登録状況」によると、2007年 4月 30日現在で 2万 7,602か所だった事業所






























者登録状況」によると、2007年 4月 30日現在で 3,087か所だった地域デイサービス事













































知症高齢者数は 2007年末現在 170万人（高齢者人口比 6.3％）以上と推計されている。
その数は今後もさらに増え、2015年に 250万人（高齢者人口比 8～ 9％）、2030年には
353万人（高齢者人口比 10～ 11％）までに増えることが予想されている。2015年時点
の認知症高齢者のうち 10％がグループホームを利用すると仮定した場合、1ユニット 9
人・1事業所で 2ユニットとすると、2015年時点で最低でも約 1万 3,880か所（25万人
／ 18人）のグループホームが必要となる。福祉医療機構（WAM NET）の「都道府県別
介護保険指定サービス事業者登録状況」によると、2008年 4月 30日現在のグループホー









































































府県別介護保険指定サービス事業者登録状況」によると、2007年 4月 30日現在で 2,585























































たレポートでは、高齢者の消費支出が 2010年に 57兆円、2015年には 70兆円に
まで拡大すると予測している。市場規模の予測値が組織によって大きく異なるが、
対象としている市場範囲がそれぞれ異なっているためであると思われる。
　（7）丸尾直美「福祉供給における市場機能と福祉ミックス」『季刊社会保障研究』Vol.32 
No.2、1996年、pp.113-115。
　（8）岡本祐三ほか『福祉は投資である』日本評論社、1996年。
　（9）永峰幸三郎「福祉への投資の効果は建設投資を上回る」岡本祐三ほか『福祉は投資
である』日本評論社、1996年、pp.178-201。
（10）「介護バブル」はすでに終わり、これからは生き残って発展する事業者と、市場から
撤退を強いられる事業者の二極化が進むとの見方もある（松田尚之『介護・福祉』
産学社、2007年、p.29）。
（11）『月刊不動産流通』不動産流通研究所、2002年 2月号、p.40。
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